
子どもの貧困対策の推進に関する法律 （平成25年6月26日法律第64号）
（令和元年６月19日改正(令和元年法律第41号)）

子どもの貧困対策を総合的に推進する枠組み

大綱に定める事項

基本的な方針

子どもの貧困に関する指標
子どもの貧困率、一人親世帯の貧困率、

生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進学率・大学等進学率 等

教育の支援
生活の安定に
資するための支援

保護者に対する職業
生活の安定と向上に資す
るための就労の支援

経済的支援

調査及び研究
検証及び評価その他の
施策の推進体制

《附則第２項》
政府は、この法律の施行後５年を目途として…必要であると認めるときは、新法の
規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

国

・「子どもの貧困対策に関する大綱」を策定（閣議決定）

※子どもの貧困対策会議（会長：内閣総理大臣）が案を作成

案の策定時に子どもや保護者等の意見を反映させるための措置を講ずる

・子どもの貧困の状況・子どもの貧困対策の実施状況の
公表（毎年１回）

都道府県 ・都道府県計画を策定（努力義務）※大綱を勘案

市町村 ・市町村計画を策定（努力義務）※大綱及び都道府県計画を勘案

・子どもの現在及び将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないようにする

・全ての子どもが心身ともに健やかに育成され、及びその教育の機会均等が保障され、子ども一人一人が夢や希望を持つことができる

ようにする

・子どもの貧困の解消に向けて、児童権利条約の精神に則り、子どもの貧困対策を総合的に推進する

・社会のあらゆる分野において、子どもの年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮されること

・子ども等の生活及び取り巻く環境の状況に応じて包括的かつ早期に講ずること

・背景に様々な社会的な要因があることを踏まえること

・国及び地方公共団体の関係機関相互の密接な連携の下に、関連分野における総合的な取組として行うこと

目的

基本
理念

（注）赤字は令和元年改正による主な変更部分
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現在から将来にわたり、全ての子供たちが夢や希望を持てる社会を目指す

子育てや貧困を家庭のみの責任とせず、子供を第一に考えた支援を包括的・早期に実施

① 親の妊娠・出産期から子供の社会的自立までの切れ目のない支援 子供のライフステージに応じて早期の課題把握

② 支援が届かない又は届きにくい子供・家庭への配慮 声を上げられない子供や家庭の早期発見と支援の多様化

③ 地方公共団体による取組の充実 計画策定や取組の充実、市町村等が保有する情報の活用促進

ひとり親の正規雇用割合、食料又は衣服が買えない経験等を追加 （指標数 25→39）

子供の貧困対策に関する大綱のポイント（令和元年11月29日閣議決定）

○学力保障、高校中退予防、中退後支援の観点を含む教育支援体制の整備
少人数指導や習熟度別指導、補習等のための教職員等の指導体制の充実、教育相談体制の充実、高校中退者への学習支援・情報提供等

○真に支援が必要な低所得者世帯の子供たちに対する大学等の授業料減免や給付型奨学金を実施

○ひとり親への就労支援 資格取得や学び直しの支援、ショートステイ（児童養護施設等で一時的に子供を預かる事業）等の両立支援

○児童扶養手当制度の着実な実施 支払回数を年３回から６回に見直し（令和元年11月支給分～）

○養育費の確保の推進 養育費の取決め支援、民事執行法の改正による財産開示手続の実効性の向上

○地方公共団体の計画策定等支援
○子供の未来応援国民運動の推進 子供の未来応援基金等の活用

指標の改善に向けた重点施策（主なもの）

指標

基本的
方針

目的

○妊娠・出産期からの切れ目ない支援、困難を抱えた女性への支援
子育て世代包括支援センターの全国展開、若年妊婦等へのアウトリーチ、SNSを活用した相談支援、ひとり親支援に係る地方公共団体窓口のワンストップ化・民間団体の活用等

○生活困窮家庭の親の自立支援 生活困窮者に対する自立相談、就労準備、家計改善の一体的な支援の実施を推進

施策の推進体制等

１．教育の支援

２．生活の安定に資するための支援

３．保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援

４．経済的支援

子供の貧困対策に関する大綱
〇 「子どもの貧困対策の推進に関する法律」(平成25年成立、議員立法)に基づき策定
〇 今般の大綱改定は、
①前大綱（平成26年8月閣議決定）において、５年を目途に見直しを検討するとされていたこと、及び②議員立法による法律改正（令和元年６月）を踏まえて実施。

〇 平成30年11月の子どもの貧困対策会議（会長：内閣総理大臣）において、令和元年度中に新たな大綱を策定することとされた。
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本交付金は、多様かつ複合的な困難を抱えるこどもたちに対し、地方自治体によるニーズに応じた取組を支援するものであり、いずれも
経済対策等に基づき緊急的・臨時的に実施する事業。今回、新たな事業を設け、あわせて、こども家庭庁設立を踏まえ、令和４年度まで実施
してきた事業の一部を、令和５年度から整理統合。

※（3）食の提供重点支援事業の新設は、令和５年２月施行。その他現行事業の整理統合、つながりの場づくり緊急支援事業等の補助率改正は、令和５年４月１日施行（予定）。

補助率： ２／３
（現行 ３／４、令和５年度から変更）

補助基準額： 都道府県300万円
市区町村150万円

（1）の事業うち、新規性が認め

られる事業（委託事業に限る）※

(2)新たな連携によるつながり
の場づくり緊急支援事業

※ ア こどもの居場所の提供を行う事業
（生理用品の提供を含む）

イ 学習教室などこどもに学習機会を
提供する事業

ウ 相談窓口の設置やアウトリーチ支援
のためのコーディネーターの配置など、
行政等の必要な支援につなげる事業

エ その他上記に類する事業

補助率： ３／４
（現行１０／１０、令和５年度から変更）

補助基準額： 都道府県300万円
市区町村150万円

※ ア 新たな居場所を新設する事業
イ 新たな取組を実施する事業

（こども食堂だけを実施していた
NPO等が新たに学習教室を開始等）

内閣府

実態調査・ 計画策定

子供等支援事業

こども家庭庁で新設される
「自治体こども計画策定支援
事業」に統合

厚生労働省で実施の「こどもの
生活・学習支援事業」に統合

（1）の事業のうち、食の提供を伴う取組に限る事業。
新規性が認められる事業は高い補助率を適用

（委託又は補助）※

(3) 食の提供重点支援事業
（令和４年度補正予算で新設）

補助率：９／10

補助基準額： 都道府県、市区町村 350万円

※ ア 本交付金事業の活用実績がないこども食堂、フードパントリー、
フードバンクなど、新たなNPO等を中心に支援

イ 食の提供とともに日用品を提供する場合も可

本交付金の活用実績があるNPO等を支援する場合の補助率
① 「新たな連携によるつながりの場づくり緊急支援事業」の活用実績有り → ３／４
② 「つながりの場づくり緊急支援事業」の活用実績有り → ２／３
③ 「食の提供重点支援事業」の活用実績有り → ３／４

現行事業の整理統合について

地方自治体

※いずれも令和５年４月１日からこども家庭庁において一体的に実施予定

 現行事業の整理統合に伴い、本交付金について、
令和５年度当初予算の措置無し。

 令和５年度に限り、令和４年度補正予算（明許
繰越）を財源として、本交付金事業を実施。

 「こどもの生活・学習支援事業」へのスムーズな
移行を進めるため、新たに市区町村（こども家庭セ
ンターや要対協）と連携した食事支援の場合に限
り、 「こどもの生活・学習支援事業」 においては、
特例的に、通常より高い国庫補助率を設定。

＜備考＞

こどもの居場所づくりを、
①自治体が自ら、②ＮＰＯ等に
委託して、③ＮＰＯ等を補助して実
施し、こどもを行政等の必要な支

援につなげる事業※

(1)つながりの場づくり
緊急支援事業

地域子供の未来応援交付金
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〇子供を社会全体で応援する機運を高め、子供の貧困対策が国を挙げて

推進されるようにするための官公民の連携・協働プロジェクト。

子供の未来応援基金

ＮＰＯ等とその活動を支援する企業等とのマッチング事業

国民への広報・啓発活動、地域における交流・連携事業の展開

子供の貧困対策が国を挙げて推進されるよう、「子供の未来応援国民運動」を通じ、国、地方公共団体、民間の企業・団体

等によるネットワークを構築し、地方公共団体における取組や民間団体の支援活動の情報等の収集・提供や、子供の未来応援

基金を通じた支援、民間企業と支援を必要とする民間団体のマッチング等、官公民の連携・協働プロジェクトを推進する。

また、このような取組について積極的に情報発信し、国民の幅広い理解の下、子供を社会全体で支援する機運を高めていく。

子供の貧困対策に関する大綱（R元.11閣議決定）

・企業や個人からの寄付金を通じて、子供たちに寄り添った活動を実施する民間団体を支援。

・全国的なネットワークを有する団体と連携し、企業等からの「モノ」「場所」「体験」の
提供等の寄付先を調整。

・ホームページ、SNS等を通じた情報発信と普及啓発。
・地域の企業、民間団体、行政等が一同に会するフォーラムの開催。

※子供の貧困対策大綱（H26.８閣議決定）に基づき、H27.４発起人集会を開催。同年10月から運動開始。

子供の未来応援国民運動
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約１７億９，４０７万円（令和４年１２月３１日現在額）

（うち支援総額 約１３億２，４００万円）
※令和４年度支援までの総額

子供の未来応援基金を
他の財産と分別して管理

子供の未来応援基金

基金事業審査委員会

基金の使途等を審査し、
審査状況を公表することで、
透明性・公平性を確保する

福祉医療機構と相互に協力し、
PR活動や使途等に関する案作成等

草の根で支援を行うNPO等の体制を強化・育成し、
支援の量的・質的な拡充を図る。

※事務局の運営費用に基金は使用しない

企業や個人

≪国民運動推進事務局≫
未来応援ネットワーク事業

寄付金

①事業報告

②税制優遇

内閣府・文科省・厚労省

福祉医療機構

支援金

NPO等が
公募に申請

寄付総額

○４９６団体から申請のあった事業の中から、①計画性、②連携、③広報、④継続性の観点等から審査を行い、
１４６団体（※）を採択した。（※）300万円以下を支援する事業Ａ団体と、30万円または100万円を支援する事業Ｂ団体の合計。

○支援決定総額は約２億 ３千万円。

令和５年度支援 （令和５年４月～令和６年３月活動分）

のべ支援決定団体数：５８２団体

「子供の未来応援基金」を通じて、草の根で支援活動を行うＮＰＯ法人等の運営基盤の強化・掘り起こしを行い、
社会全体でこどもの貧困対策を進める環境を整備することを目的に、ＮＰＯ法人等への支援金の交付を行う。

※令和４年度支援までの総数

子供の未来応援基金（未来応援ネットワーク事業）
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団体名 所在地 事業類型

麻生キッチンりあん★ 北海道 カ

さっぽろ青少年女性活動協会★ 北海道 イ

ゆめみ～る★ 北海道 ア

陽だまりの家★ 北海道 イ

NPOボラギャング★ 北海道 ウ

くろいし 青森県 ウ

やっぺす★ 宮城県 イ

TEDIC ★ 宮城県 イ

STORIA ★ 宮城県 イ

フードバンク仙台 宮城県 ウ

みちのさき 宮城県 カ

かみのやまこども食堂『かえる家』 山形県 ア

クローバーの会アットやまがた 山形県 ア

あんだんて 福島県 イ

風車★ 栃木県 ウ

とちぎ男女共同さんかくねっと 栃木県 ウ

地域教育ネットワーク 埼玉県 ウ

わわわ工房 埼玉県 イ

ハイティーンズサポートちば 千葉県 イ

COCO PORTA 千葉県 オ

コミュニティー・レストラン「木々」 ★ 東京都 イ

3keys ★ 東京都 イ

なにかし堂★ 東京都 イ

令和５年度未来応援ネットワーク事業 採択団体一覧（事業A）

団体名 所在地 事業類型

チョイふる 東京都 イ

芸術家と子どもたち 東京都 イ

日本教育再興連盟 東京都 イ

日向ぼっこ 東京都 ウ

ユナイテッドかながわ★ 神奈川県 カ

ABCジャパン 神奈川県 ア

ドリームセンター 神奈川県 ウ

えがおプロジェクト★ 富山県 イ

ウィメンズ・エンパワーメント金沢プロ
ジェクト

石川県 イ

POPOLO ★ 静岡県 ウ

はままつ子育てネットワークぴっぴ 静岡県 カ

はぐくみ★ 愛知県 ウ

陽和 愛知県 イ

shining ★ 三重県 カ

滋賀県里親連合会★ 滋賀県 オ

セカンドハーベスト京都 京都府 ウ

輝★ 大阪府 ア

青少年自立支援施設 淡路プラッツ 大阪府 イ

富田林市人権協議会 大阪府 ア

いいねきーたん実行委員会 大阪府 ウ

キリンこども応援団 大阪府 ア

※団体名末尾に「★」が付いている団体は、継続支援団体。

【事業類型】 ア：様々な学びを支援する事業、イ：居場所の提供・相談支援を行う事業、ウ：衣食住など生活の支援を行う事業、エ：児童又はその保護者の就労を支援する事業、
オ：児童養護施設等の退所者等や里親・特別養子縁組に関する支援事業、カ：その他、貧困の連鎖の解消につながる事業

○計62団体
（継続25・新規37）
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団体名 所在地 事業類型

みんなのIBASYOプロジェクト 大阪府 イ

ぴのこらーず 大阪府 イ

丹波篠山の子どもの食と健康を考える会
★

兵庫県 ウ

こどもサポートステーション・たねとし
ずく

兵庫県 ウ

ピアサポート研究会 兵庫県 ア

おてらおやつクラブ 奈良県 ウ

はなまる 奈良県 イ

フードバンク和歌山★ 和歌山県 ウ

オレンジハート 岡山県 ア

こどもステーション★ 広島県 イ

小豆島子ども・若者支援機構★ 香川県 エ

Smileネットワーク北九州★ 福岡県 カ

フードバンク北九州ライフアゲイン 福岡県 ウ

チャイルドケアセンター 福岡県 ウ

フリースクール クレイン・ハーバー 長崎県 カ

キャリアサポート★ 大分県 エ

すみれ学級 大分県 カ

名護こども食堂 沖縄県 ア

令和５年度未来応援ネットワーク事業 採択団体一覧（事業A）

※団体名末尾に「★」が付いている団体は、継続支援団体。

【事業類型】 ア：様々な学びを支援する事業、イ：居場所の提供・相談支援を行う事業、ウ：衣食住など生活の支援を行う事業、エ：児童又はその保護者の就労を支援する事業、
オ：児童養護施設等の退所者等や里親・特別養子縁組に関する支援事業、カ：その他、貧困の連鎖の解消につながる事業

○計62団体
（継続25・新規37）
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団体名 所在地 事業類型

わたわた食堂★ 北海道 ウ

くるくるネット 北海道 イ

かでるの会 北海道 イ

子どもの未来・にじ色プレイス 北海道 イ

幸せサポートいろどり★ 秋田県 ウ

本宮自主夜間中学 福島県 ア

もりサポ塾 茨城県 ア

子ども食堂れん 茨城県 ウ

すくすく子育てやぎハウス 栃木県 ウ

植野たすけあい 栃木県 イ

虹色の会地域の居場所「よっちゃん家井
野川」

群馬県 イ

十文字学園女子大学生活環境研究所★ 埼玉県 ウ

カイロス★ 埼玉県 イ

新座子育てネットワーク 埼玉県 カ

Glocal Standard 埼玉県 ア

せんなり村★ 千葉県 カ

READY BOX 千葉県 ウ

NPO BRIGHT 千葉県 ウ

ひだまりのたね 千葉県 イ

せたがやこどもフードパントリー実行委
員会★

東京都 ウ

あじさいの集い富士見★ 東京都 イ

Kid's Garden ★ 東京都 ウ

令和５年度未来応援ネットワーク事業 採択団体一覧（事業Ｂ）

団体名 所在地 事業類型

テラコヤ 東京都 ア

日本ピーススマイル協会 東京都 イ

ディーセントワールド
東京都

（神奈川県）
イ

勉強お助け教室由木教室 東京都 ア

まちのかぜ★ 神奈川県 ウ

湘南まぜこぜ計画★ 神奈川県 イ

子ども学習支援グループ須賀の寺子屋 神奈川県 ウ

ニャトワンみんなの食堂 神奈川県 ウ

宮ノマエストロ 神奈川県 ウ

デジタルコンテンツ研究会 神奈川県 ア

子どもフリースペースいらっしゃい運営
委員会

神奈川県 ウ

子どもみらい食堂★ 新潟県 ウ

フードバンクつばめ 新潟県 ウ

いきいき健康家族オアシス 新潟県 ア

ゆい社会福祉士共同事務所 富山県 ウ

笑顔のこども食堂ネットワーク-GOHAN-
★

石川県 ウ

NPO制服バンク石川★ 石川県 ウ

BRICOLAB 福井県 ア

子ども・若者STEPハウス★ 長野県 イ

アキバコ 長野県 ア

※団体名末尾に「★」が付いている団体は、継続支援団体。 ※団体所在地が主たる活動地と異なる団体については、括弧内に主たる活動地を記載。

【事業類型】 ア：様々な学びを支援する事業、イ：居場所の提供・相談支援を行う事業、ウ：衣食住など生活の支援を行う事業、エ：児童又はその保護者の就労を支援する事業、
オ：児童養護施設等の退所者等や里親・特別養子縁組に関する支援事業、カ：その他、貧困の連鎖の解消につながる事業

○計84団体
（継続32・新規52）
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団体名 所在地 事業類型

地域たすけあいの会★ 岐阜県 ウ

愛知夜間中学を語る会★ 愛知県 ア

レインボー 愛知県 ウ

学び場子ども食堂 三重県 ア

ボランティアグループ「たんぽぽ」★ 滋賀県 イ

彦根子どもサポートネットワーク 滋賀県 イ

子育て支援団体「ママキラ☆プロジェク
ト」★

京都府 イ

京都マザーグースの会★ 京都府 ア

向日市さくらきっちん 京都府 ウ

こもれび★ 大阪府 エ

子どもネットワークワルツ★ 大阪府 ウ

東深井つどいば食堂ふらっと★ 大阪府 イ

はっちぽっち★ 大阪府 イ

J-Love こども食堂★ 大阪府 ウ

ココまな★ 大阪府 ア

WAIKI 大阪府 ウ

こども未来塾 大阪府 ア

フードバンクはりま 兵庫県 ウ

ふしみい★ 奈良県 イ

田園地区自治連合会婦人会 奈良県 イ

おっは～こども食堂プロジェクト 奈良県 ウ

フードバンク福山 広島県 カ

令和５年度未来応援ネットワーク事業 採択団体一覧（事業Ｂ）

団体名 所在地 事業類型

KiT 広島県 ア

川中れんげホーム★ 山口県 イ

子ども食堂「にこにこ」 山口県 ウ

居場所カラ・ふる 徳島県 ウ

スポーツ巡回ネットワーク 徳島県 ア

つなぐMima World Community 徳島県 ア

メタセコイヤの家★ 香川県 イ

子ども食堂まねきねこ 香川県 ウ

Gumi 愛媛県 ウ

虹の花 高知県 ウ

舞台アート工房・劇列車 福岡県 カ

佐賀県外国にルーツを持つ生徒交流を支
援する会

佐賀県 ア

長崎村★ 長崎県 イ

任意団体地域密着型憩い場おあしす★ 長崎県 イ

シンママ熊本応援団★ 熊本県 ウ

ぬくもり食堂 熊本県 ウ

パワフルシニア・宇佐（子ども食堂・
ASU）

大分県 ウ

Collage ★ 鹿児島県 ア

居場所づくり支援事業 Um 鹿児島県 エ

よなばーる 沖縄県 カ

※団体名末尾に「★」が付いている団体は、継続支援団体。

【事業類型】 ア：様々な学びを支援する事業、イ：居場所の提供・相談支援を行う事業、ウ：衣食住など生活の支援を行う事業、エ：児童又はその保護者の就労を支援する事業、
オ：児童養護施設等の退所者等や里親・特別養子縁組に関する支援事業、カ：その他、貧困の連鎖の解消につながる事業

○計84団体
（継続32・新規52）
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